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�愛媛県告示第８１３号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、平成２１年５月２８日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８１４号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号。以下「法」という。）第５１条第２項及び第４項の規定により、狩猟免

許更新に係る適性試験及び講習（以下「適性試験等」という。）を次のとおり実施する。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 対象者

法第３９条第１項の規定による狩猟免許を受けており、当該免許の有効期間が平成２１年９月１４日に満了する者

２ 適性試験等の実施の日時及び場所

所 管 の 地 方 局 会 場 の 名 称 実 施 日 時
実 施 場 所

会 場 所 在 地

東 予 地 方 局 東 予 第 １ 会 場 平成２１年７月１４日（火）午前９時 東予地区自動車整備協同組合
自動車会館大ホール 新居浜市本郷三丁目５－３５

同 上 東 予 第 ２ 会 場 平成２１年７月１５日（水）午前９時 西条市中央公民館多目的ホー
ル 西条市周布４０１－１

同 上 東 予 第 ３ 会 場 平成２１年７月１７日（金）午前９時 四国中央市民会館三島会館１
階第２・３会議室 四国中央市中曽根町５００番地

同 上 東 予 第 ４ 会 場 平成２１年７月２２日（水）午前９時 ひうち会館ホテルひうちつど
い大研修室 西条市ひうち１番地１６

同 上 東 予 第 ５ 会 場 平成２１年７月２４日（金）午前９時３０分 愛媛県総合科学博物館研修室 新居浜市大生院２１３３－２

同 上 東 予 第 ６ 会 場 平成２１年７月２６日（日）午前９時 ひうち会館ホテルひうちつど
い大研修室 西条市ひうち１番地１６

発 行 愛 媛 県
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同 上 東 予 第 ７ 会 場 平成２１年７月２６日（日）午前９時 今治市伯方公民館２階大ホー
ル 今治市伯方町木浦甲１２３４

同 上 東 予 第 ８ 会 場 平成２１年８月２日（日）午前９時 川之江文化センター３階第１
講義室

四国中央市金生町下分７９１－
２

同 上 東 予 第 ９ 会 場 平成２１年８月７日（金）午前９時 今治市民会館２階大会議室 今治市別宮町一丁目４－１

同 上 東 予 第 １０ 会 場 平成２１年８月３０日（日）午前９時 同 上 同 上

中 予 地 方 局 中 予 第 １ 会 場 平成２１年７月１５日（水）午前９時 川 内 公 民 館 大 ホ ー ル 東温市南方２６４

同 上 中 予 第 ２ 会 場 平成２１年７月２２日（水）午前９時 北条ふるさと館大会議室 松山市河野別府９９５

同 上 中 予 第 ３ 会 場 平成２１年７月２４日（金）午前９時 砥部町中央公民館講座室 伊予郡砥部町宮内１３６９

同 上 中 予 第 ４ 会 場 平成２１年７月２８日（火）午前９時 なかやま農業総合センター中
ホール 伊予市中山町中山丑３１４－１

同 上 中 予 第 ５ 会 場 平成２１年７月３０日（木）午前９時 伊予市市民会館第６会議室 伊予市米湊８２０

同 上 中 予 第 ６ 会 場 平成２１年８月１日（土）午前９時 中予地方局７階大会議室 松山市北持田町１３２

同 上 中 予 第 ７ 会 場 平成２１年８月４日（火）午前９時 久万高原町産業文化会館 久万高原町久万１８８

同 上 中 予 第 ８ 会 場 平成２１年８月５日（水）午前９時 久万高原町農村環境改善セン
ター 久万高原町上黒岩２９２３－１

同 上 中 予 第 ９ 会 場 平成２１年８月２１日（金）午前９時 中予地方局７階大会議室 松山市北持田町１３２

同 上 中 予 第 １０ 会 場 平成２１年８月２４日（月）午前９時 同 上 同 上

同 上 中 予 第 １１ 会 場 平成２１年９月７日（月）午前９時 同 上 同 上

同 上 中 予 第 １２ 会 場 平成２１年９月１３日（日）午前９時 同 上 同 上

南 予 地 方 局 南 予 第 １ 会 場 平成２１年７月１５日（水）午前９時 南予地方局７階大会議室 宇和島市天神町７番１号

同 上 南 予 第 ２ 会 場 平成２１年７月１７日（金）午後１時 徳森公園管理センター（大洲
市平公民館）大ホール 大洲市徳森２２８０－２

同 上 南 予 第 ３ 会 場 平成２１年７月２１日（火）午後１時 同 上 同 上

同 上 南 予 第 ４ 会 場 平成２１年７月２２日（水）午後１時 内子町共生館（五十崎自治セ
ン タ ー ） 共 生 館 ホ ー ル 内子町平岡甲１８５－１

同 上 南 予 第 ５ 会 場 平成２１年７月２３日（木）午後１時 同 上 同 上

同 上 南 予 第 ６ 会 場 平成２１年７月２３日（木）午前９時 愛南町御荘文化センター２階
大研修室 愛南町御荘平城３０６３－１

同 上 南 予 第 ７ 会 場 平成２１年７月２４日（金）午後１時 内子町共生館（五十崎自治セ
ンター）共生館ホール 内子町平岡甲１８５－１

同 上 南 予 第 ８ 会 場 平成２１年７月２４日（金）午前９時 愛南町一本松山村開発センタ
ー大会議室 愛南町一本松３５２０

同 上 南 予 第 ９ 会 場 平成２１年７月２８日（火）午前９時 南予地方局八幡浜支局７階大
会議室 八幡浜市北浜一丁目３－３７

同 上 南 予 第 １０ 会 場 平成２１年７月２９日（水）午後１時 広 見 体 育 セ ン タ ー 鬼北町近永８００－１

同 上 南 予 第 １１ 会 場 平成２１年７月３０日（木）午後１時 徳森公園管理センター（大洲
市平公民館）大ホール 大洲市徳森２２８０－２

同 上 南 予 第 １２ 会 場 平成２１年７月３１日（金）午後１時 同 上 同 上

同 上 南 予 第 １３ 会 場 平成２１年７月３１日（金）午後１時 宇和島市立吉田公民館大ホー
ル 宇和島市吉田町西小路７番

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号

５７６
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同 上 南 予 第 １４ 会 場 平成２１年８月４日（火）午前９時 南予地方局八幡浜支局７階大
会議室 八幡浜市北浜一丁目３－３７

同 上 南 予 第 １５ 会 場 平成２１年８月５日（水）午後１時 宇和島市立立岩松公民館大集
会室

宇和島市津島町岩松甲４７１番
地

同 上 南 予 第 １６ 会 場 平成２１年８月１９日（水）午前９時 南予地方局７階大会議室 宇和島市立天神町７番１号

同 上 南 予 第 １７ 会 場 平成２１年８月２１日（金）午後１時 鬼北町日吉住民センター３階
ホール 鬼北町大字下鍵山４６３

同 上 南 予 第 １８ 会 場 平成２１年８月２６日（水）午後１時 松野町山村開発町民センター
２階大会議室 松野町大字松丸４５７番地

同 上 南 予 第 １９ 会 場 平成２１年８月２７日（木）午後１時 野村中央公民館大ホール 西予市野村町野村１２－６１９

同 上 南 予 第 ２０ 会 場 平成２１年９月３日（木）午後１時 愛媛県歴史文化博物館オリエ
ンテーションルーム

西予市宇和町卯之町四丁目１１
－２

同 上 南 予 第 ２１ 会 場 平成２１年９月１３日（日）午後１時 同 上 同 上

同 上 南 予 第 ２２ 会 場 平成２１年９月１３日（日）午前９時 南予地方局７階大会議室 宇和島市天神町７番１号

３ 申込みの手続

� 提出書類等

ア 狩猟免許更新申請書

イ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けている場合にあっては、当該許

可に係る許可証の写し

ウ 銃砲刀剣類所持等取締法第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けていない場合にあっては、法第４０条第２号から第４号ま

でに該当するかどうかについての医師の診断書

エ 写真（６箇月以内に撮影した無帽、正面、上三分身及び無背景の縦の長さ３．０センチメートル及び横の長さ２．４センチメートルの

もので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）

オ 狩猟免許更新申請手数料（愛媛県収入証紙によること。） 更新しようとする免許の種類ごとに各２，８００円

カ 受験票等の郵送を希望する者にあっては、簡易書留の郵送料に相当する郵便切手をちょう付し、あて先を記載した返信用封筒

� 書類等の提出先

申込者の住所地を管轄する地方局産業経済部森林林業課若しくは中予地方局産業経済部久万高原森林林業課又は東予地方局産業経済

部森林林業課四国中央森林林業振興班若しくは今治支局森林林業課若しくは南予地方局産業経済部森林林業課愛南森林林業振興班、八

幡浜支局森林林業課若しくは八幡浜支局森林林業課大洲森林林業振興班（以下「林業課」という。）とする。

� 申込みの期限

原則として希望する適性試験等実施日前１４日とする。

� その他

ア 書類の提出は、持参又は郵送によること。

イ 狩猟免許更新申請書は、林業課において、希望者に配付する。

ウ 申込者の適性試験等の日時及び場所は、所管地方局長が指定し、通知する。

�愛媛県告示第８１５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

ながと脳神経外科・心療内科クリニッ
ク 松山市余戸西三丁目９番２２号 長戸 重幸 精神通院医療 平成２１年

６月１日

チェリー薬局新田店 新居浜市新田町二丁目２番１１号 有限会社チェリー薬局 精神通院医療（薬
局）

平成２１年
６月１日

ユウユウ薬局 四国中央市妻鳥町１５４７－１ 株式会社スエトップ 精神通院医療（薬
局）

平成２１年
６月１日

有限会社久万ノ台薬局 松山市古三津三丁目４番１０号 有限会社久万ノ台薬局 精神通院医療（薬
局）

平成２１年
６月１日

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号
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�愛媛県告示第８１６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第６９条の３３第１項の規定に

より、同法第６９条の８第２項に規定する更新研修の実施に関する事

務（介護支援専門員証の有効期間中に、介護支援専門員の業務に従

事しているか又は従事していた経験を有する者を対象とするものに

限る。）を行わせる指定研修実施機関を次のとおり指定した。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 名称

社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会

２ 主たる事務所の所在地

松山市持田町三丁目８番１５号

３ 指定年月日

平成２１年５月１１日

�������
�愛媛県告示第８１７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

松山市浅海本谷及び浅海原地域に係る県営土地改良事業計画を定め

たので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計

画書の写しを縦覧に供する。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・浅海地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

平成２１年６月１５日から７月１０日まで

３ 縦覧場所

松山市役所北条支所

�������
�愛媛県告示第８１８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

松山市浅海本谷及び浅海原地域に係る県営土地改良事業計画を定め

たので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計

画書の写しを縦覧に供する。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農地保全事業・浅海地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２１年６月１５日から７月１０日まで

３ 縦覧場所

松山市役所北条支所

�������
�愛媛県告示第８１９号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８２０号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年６月１２日

愛媛県西条保健所長 竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

新居浜電子株式会社

新居浜市王子町１番１号

代表取締役社長 渡邊 光廣

２ 事業場の名称及び所在地

新居浜電子株式会社

新居浜市王子町１番１号

３ 特定施設に関する事項

� 銅めっき試験装置２号

ハッピー薬局余戸西店 松山市余戸西三丁目９番２５号 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療（薬
局）

平成２１年
６月１日

ひだまり調剤薬局 松山市高岡町６２８番地１ ＤＩサポート株式会社 精神通院医療（薬
局）

平成２１年
６月１日

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２７
年６月
２７日

愛媛県
第１２０９
号

混合石
灰肥料

くみあ
い粒状
土壌改
良用混
合石灰

アルカ
リ分
５０．０
く溶性
苦土
１０．０

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は公
定規格
のとお
り

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

平成２７
年６月
２４日

愛媛県
第１２１８
号

混合石
灰肥料

くみあ
い粒状
土壌改
良用混
合石灰
３０

アルカ
リ分
４５．０
く溶性
苦土
１０．０

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は公
定規格
のとお
り

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６６号 電気めつき施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり２７キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後約３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号

５７８



� 銅めっきバッチ試験装置３号

� 銅めっきバッチ試験装置４号

� エッチング試験装置１号

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

種 類 イオン交換系 還 元 系

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．３～４．４

最大 ２．３～４．４

通常 ２．３～４．４

最大 ２．３～４．４

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．４

最大 ２．４

通常 ０．８

最大 ０．８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４

最大 ０．４

通常 ０．２

最大 ０．２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１

最大 ３４

通常 ８

最大 ２３

備考 汚れ等については、汚水処理施設�にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６６号 電気めつき施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり３キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後約３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

種 類 イオン交換系 還 元 系

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．３～３．３

最大 ２．３～３．３

通常 ２．３～３．３

最大 ２．３～３．３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．３

最大 ０．３

通常 ０．５

最大 ０．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０５

最大 ０．０５

通常 ０．０６

最大 ０．０６

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６６号 電気めつき施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１．１キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後約３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２．０～３．０

最大 ２．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．５

最大 ０．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０９

最大 ０．０９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０２

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ３

備考 汚れ等については、汚水処理施設�にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１．１キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後約３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．００６

最大 ０．００６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５

最大 １４

通常 ４

最大 １２

備考 汚れ等については、汚水処理施設�にて処理する。

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号
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� エッチング試験装置２号

� 現像エッチング�離装置

４ 汚水等の処理施設に関する事項

汚水処理施設�

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２．０～３．０

最大 ２．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．８

最大 ０．８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．７

最大 ５．７

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０８

最大 ０．０８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 １．５

備考 汚れ等については、汚水処理施設�にて処理する。

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０８

最大 ０．０８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 １．５

備考 汚れ等については、汚水処理施設�にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１．１キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後約３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２．０～３．０

最大 ２．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．８

最大 ０．８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．７

最大 ５．７

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１４キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後約３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２．５～８．６

最大 ２．５～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．８

最大 ２．８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．４

最大 ２．４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０４

最大 ０．０４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７

最大 ５０

備考 汚れ等については、汚水処理施設�にて処理する。

設 置 年 月 日 平成１８年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学処理

処 理 施 設 の 型 式 イオン交換法

処 理 施 設 の 構 造 鋼材及び塩化ビニール製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦７３．７メートル 横２５メートル
高さ１０メートル

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�愛媛県告示第８２１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

四国中央市三島土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２１年６月１２日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８２２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の規定に

より、東温市から協議のあった土地改良事業（ほ場整備事業・井内

上地区）の計画の変更に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５５７６立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 イオン交換、凝集沈殿及びろ過方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目

処 理 前 処理後

イ オ ン
交 換 系

還 元
中 和 系 処理前計 還 元

中 和 系

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
４．０～１２．０
最大

３．０～１３．０

通常
４．０～１２．０
最大

３．０～１３．０

通常
４．０～１２．０
最大

３．０～１３．０

通常
６．０～８．０
最大

５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
５．６
最大
９．９

通常
４．４
最大
７．８

通常
５．５
最大
９．７

通常
４．６
最大
７．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
４．３
最大
８．８

通常
４．５
最大
９．０

通常
４．３
最大
８．６

通常
４．４
最大
８．９

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１．３
最大
１．５

通常
１．３
最大
１．７

通常
１．３
最大
１．６

通常
３．１
最大
４．６

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
０．９
最大
０．９

通常
０．９
最大
０．９

通常
０．９
最大
０．９

通常
０．５
最大
０．７

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
３８９１
最大
４１１７

通常
３０６
最大
４４５

通常
４１９７
最大
４５６２

通常
５５４
最大
７４６

備考 処理水の一部は、系内循環水として再利用する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４．４

最大 ８．３

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．８

最大 ９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．３６

最大 ０．６５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １９５５

最大 ２２７８

備考 この他に、雨水排水口が２箇所ある。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 野 村 巖 四国中央市上柏町５５５－３

〃 鈴 木 清 雄 四国中央市下柏町５２３

〃 三 宅 繁 博 四国中央市下柏町１１２１

〃 高 橋 薫 四国中央市中曽根町２４５－３

〃 森 英 雄 四国中央市三島宮川２丁目１－５１

〃 宮 � 英 秋 四国中央市中之庄町１２５９

〃 飛 鷹 総 慶 四国中央市寒川町３０９３－１

〃 佐々木 守 一 四国中央市寒川町４６７

〃 宮 崎 武 司 四国中央市寒川町２８２２

〃 白 峰 精一郎 四国中央市豊岡町大町９１２

〃 星 川 久 幸 四国中央市豊岡町五良野２５４－１

〃 井 原 治 明 四国中央市豊岡町長田８９－１

〃 鎌 倉 敏 行 四国中央市富郷町豊坂１７１

〃 近 藤 常 房 四国中央市富郷町寒川山３９３

監 事 石 村 幸 雄 四国中央市上柏町９４５

〃 篠 原 芳 夫 四国中央市具定町１８４

〃 曽我部 朝 紘 四国中央市豊岡町大町１８８２－１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 野 村 巖 四国中央市上柏町５５５－３

〃 鈴 木 清 雄 四国中央市下柏町５２３

〃 三 宅 繁 博 四国中央市下柏町１１２１

〃 高 橋 薫 四国中央市中曽根町２４５－３

〃 森 英 雄 四国中央市三島宮川２丁目１－５１

〃 宮 � 利 光 四国中央市中之庄町１１３５

〃 飛 鷹 総 慶 四国中央市寒川町３０９３－１

〃 佐々木 守 一 四国中央市寒川町４６７

〃 宮 崎 武 司 四国中央市寒川町２８２２

〃 白 峰 精一郎 四国中央市豊岡町大町９１２

〃 星 川 久 幸 四国中央市豊岡町五良野２５４－１

〃 河 村 重 義 四国中央市豊岡町長田２１５

〃 鎌 倉 敏 行 四国中央市富郷町豊坂１７１

〃 近 藤 常 房 四国中央市富郷町寒川山３９３

監 事 石 村 幸 雄 四国中央市上柏町９４５

〃 石 川 保 夫 四国中央市中曽根町６０８

〃 妻 鳥 孝 治 四国中央市寒川町２０１４

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号
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愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８２３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の規定に

より、東温市から協議のあった土地改良事業（農業用用排水施設整

備事業・井内上地区）の計画の変更に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８２４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の規定に

より、久万高原町から協議のあった土地改良事業（農地保全事業・

高山地区）の計画の変更に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の規定に

より、久万高原町から協議のあった土地改良事業（農業用用排水施

設整備事業・高山地区）の計画の変更に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、松山市から協議のあった市営土地改良事業（農用地保全事業・

神浦地区）の施行に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８２７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、松山市から協議のあった市営土地改良事業（農業用用排水施

設整備事業・神浦地区）の施行に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８２８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、松山市から協議のあった市営土地改良事業（農業用道路整備

事業・睦月地区）の施行に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８２９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、松山市から協議のあった市営土地改良事業（農業用用排水施

設整備事業・睦月地区）の施行に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８３０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、松山市から協議のあった市営土地改良事業（農用地保全事業・

宮ノ佐古地区）の施行に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８３１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、松山市から協議のあった市営土地改良事業（農業用用排水施

設整備事業・宮ノ佐古地区）の施行に平成２１年６月１日同意した。

平成２１年６月１２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第８３３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１６項の規定により、南予用水土地改良区連合から次のと

おり役員が就任した旨の届出があった。

平成２１年６月１２日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

就 任

�愛媛県告示第８３２号
四国地方整備局長から道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により道路の区域を次のように変更した旨の通知があった。

その関係図面は、四国地方整備局及び同局松山河川国道事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字横野５６６８番２から

同字横野８０９４番まで

旧 ３．７～２１．８
１３．０～６６．４

９．１４３
２．７６２

新 ３．７～２１．８
１３．０～９３．０

９．１４３
２．７６２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 城 一 郎 八幡浜市若山１番耕地４４番地１

〃 脇 田 英 俊 宇和島市吉田町河内甲１４１４番地

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号
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�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

狩猟免許試験の施行について

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号。以下「法」という。）第４１条の規定により、狩猟免許試験を次のとお

り施行する。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の種類

� 網猟免許試験

� わな猟免許試験

� 第一種銃猟免許試験

� 第二種銃猟免許試験

２ 試験の日時、場所及び実施する試験の種類

� 平成２１年８月９日（日）午前９時

試 験 場 の 名 称
試 験 の 場 所

実施する試験の種類
会 場 所 在 地

西 条 第 １ 会 場 東予地方局西条第２庁舎４階大会議室 西条市丹原町池田１６１１ 網猟、わな猟、第一種銃猟及
び第二種銃猟

今 治 第 １ 会 場 東 予 地 方 局 今 治 支 局 ４ 階 大 会 議 室 今治市旭町一丁目４－９ 同 上

松 山 第 １ 会 場 中 予 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 松山市北持田町１３２ 同 上

八 幡 浜 第 １ 会 場 愛媛県歴史文化博物館オリエンテーションル
ーム 西予市宇和町卯之町四丁目１１－２ 同 上

宇 和 島 第 １ 会 場 南 予 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 宇和島市天神町７番１号－１ 同 上

� 平成２１年９月１日（火）午前９時

試 験 場 の 名 称
試 験 の 場 所

実施する試験の種類
会 場 所 在 地

西 条 第 ２ 会 場 東予地方局西条第２庁舎４階大会議室 西条市丹原町池田１６１１ 網猟、わな猟、第一種銃猟及
び第二種銃猟

今 治 第 ２ 会 場 東 予 地 方 局 今 治 支 局 ４ 階 大 会 議 室 今治市旭町一丁目４－９ 同 上

松 山 第 ２ 会 場 中 予 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 松山市北持田町１３２ 同 上

八 幡 浜 第 ２ 会 場 徳森公園管理センター（大洲市平公民館）大
ホール 大洲市徳森２２８０－２ 同 上

宇 和 島 第 ２ 会 場 南 予 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 宇和島市天神町７番１号 同 上

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２１年６月１日 特定非営利活動法人
ドッグネットワーク 田 坂 博 志 松山市堀江町２０８２番地７ この法人は、犬とのふれあいを通じ、すべての

人に命の大切さやぬくもりを感じてもらうこと
によって、子どもたちの情操教育や、高齢者や
障害者の心の支えになることを推進し、地域社
会への貢献に寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号
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�公 告

愛媛県立農業大学校入学試験の実施について

平成２２年度愛媛県立農業大学校入学試験を次のとおり実施する。

平成２１年６月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入学試験の区分

総合農学科及びアグリビジネス科

２ 入学試験の期日

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

平成２１年１１月１１日（水） 学科試験及び面接試験

イ 一般入学試験（１次募集）

平成２２年１月１４日（木） 学科試験及び面接試験

ウ 一般入学試験（２次募集）。ただし、１次募集で定員に満

たない場合のみ実施する。

平成２２年３月４日（木） 学科試験及び面接試験

� アグリビジネス科

平成２２年１月１５日（金） 学科試験及び面接試験

３ 入学試験の場所

松山市下伊台町１５５３番地

愛媛県立農業大学校

４ 募集人員、修業年限及び受験資格

� 総合農学科

コース 修業年限 募集人員

農 産 園 芸 コ ー ス

果 樹 コ ー ス ２年 ５５人

畜 産 コ ー ス

受験資格

次のいずれかに該当する者
� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による高等学校又は
中等教育学校を卒業した者（平成２２年３月に卒業見込みの
者を含む。）

� �に掲げるもののほか、知事がこれらの者と同等以上の
学力を有すると認めた者

� アグリビジネス科

コース 修業年限 募集人員

リーダー養成コース ２年 １０人

受験資格

次のいずれかに該当する者
� 学校教育法による短期大学を卒業した者（平成２２年３月
に卒業見込みの者を含む。）

� 都道府県立農業者研修教育施設養成部門（農林水産大臣
と協議して設置されたものに限る。）を卒業した者（平成
２２年３月に卒業見込みの者を含む。）
� �及び�に掲げるもののほか、知事がこれらの者と同等
以上の学力を有すると認めた者

５ 学科試験科目

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

小論文

イ 一般入学試験（１次募集）

３ 免許申請書の提出期間

� 平成２１年８月９日の試験に係るものについては、７月１３日（月）から２７日（月）まで。ただし、郵送による場合は、同日までの消印

のあるものは、受け付ける。

� 平成２１年９月１日の試験に係るものについては、７月１３日（月）から８月１８日（月）まで。ただし、郵送による場合は、同日までの

消印のあるものは、受け付ける。

４ 免許申請書の請求先及び提出先

受験申込者の住所地を管轄する地方局産業経済部森林林業課若しくは中予地方局産業経済部久万高原森林林業課又は東予地方局産業経

済部森林林業課四国中央森林林業振興班若しくは今治支局森林林業課若しくは南予地方局産業経済部森林林業課愛南森林林業振興班、八

幡浜支局森林林業課若しくは八幡浜支局森林林業課大洲森林林業振興班とする。

５ その他

� 提出書類等

ア 狩猟免許申請書

イ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けている場合にあっては、当該許

可に係る許可証の写し

ウ 銃砲刀剣類所持等取締法第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けていない場合にあっては、法第４０条第２号から第４号ま

でに該当するかどうかについての医師の診断書

エ 写真（６箇月以内に撮影した無帽、正面、上三分身及び無背景の縦の長さ３．０センチメートル及び横の長さ２．４センチメートルの

もので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）

オ 狩猟免許申請手数料（愛媛県収入証紙によること。） 受けようとする免許の種類ごとに法第４９条各号に掲げる者にあっては各３

，９００円、その他の者にあっては各５，２００円

カ 受験票の郵送を希望する者にあっては、簡易書留の郵送料に相当する郵便切手をちょう付し、あて先を記載した返信用封筒

� 試験場についての注意事項

受験申請者の試験場は、所管地方局長が指定し、通知する。

なお、試験場は、原則として、受験申込者の希望する試験場を指定するが、会場の都合により希望する試験場を指定できない場合が

ある。

� 書類の提出は、持参又は郵送によること。

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号
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監 査 公 表

国語（古典及び古典講読を除く。）及び一般教養（数学及

び理科）

ウ 一般入学試験（２次募集）（実施する場合）

国語（古典及び古典講読を除く。）及び一般教養（数学及

び理科）

� アグリビジネス科

小論文

６ 入学願書受付期間

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

平成２１年１０月９日（金）から２０日（火）まで

イ 一般入学試験（１次募集）

平成２１年１２月７日（月）から１８日（金）まで

ウ 一般入学試験（２次募集）（実施する場合）

平成２２年２月９日（火）から１５日（月）まで

� アグリビジネス科

平成２１年１２月７日（月）から１８日（金）まで

� 郵送による場合は、総合農学科及びアグリビジネス科とも当

該受付期間の締切日までの消印があるものは、受け付ける。

７ 受験手続

入学願書に次に掲げる書類等を添えて愛媛県立農業大学校長に

提出すること。

� 最終学校の調査書

� 写真（出願前６箇月以内に正面から撮影した無帽の上半身像

で５センチメートル平方形のもの）

� 総合農学科への推薦入学を希望する者にあっては、出身高等

学校又は出身中等教育学校の長の推薦書

� 入学選考料として２，２００円の愛媛県収入証紙

８ その他入学試験の詳細については、愛媛県立農業大学校に問い

合わせること。

�公表第２０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年６月１２日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ０ ７３，１１５ ７３，１１５

１８年度 ０ １０８，１１５ １０８，１１５

差引増減 ０ △３５，０００ △３５，０００

（農地整備課）

２ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について

は、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められた

い。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １，６５５，０００ ２０，６８８，０４４ ２２，３４３，０４４

１８年度 ３，４１５，０００ ２１，４７８，０４４ ２４，８９３，０４４

差引増減 △１，７６０，０００ △７９０，０００ △２，５５０，０００

（林業政策課）

３ 林業改善資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うもの。）

については、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１５年度 ３１５，７４７

１６年度 ２１２，６４６

１９年度 ５５５，５５２

計 １，０８３，９４５

（林業政策課）

４ 県有林経営事業特別会計については、単年度収支不足額は前年度に

比べて減少しているが、平成１９年度決算の歳入不足額は２１億１，４００万

円余となっており、収支の不均衡はなお拡大しているので、今後とも

健全な経営に向けて一層の努力が望まれる。 （森林整備課）

５ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮

減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １，５００，０００ １，７８０，０００ ３，２８０，０００

１８年度 １，５００，０００ ５００，０００ ２，０００，０００

差引増減 ０ １，２８０，０００ １，２８０，０００

（漁政課）

６ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管理

が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１２年度 ２１０，０００

計 ２１０，０００

（漁港課）

７ 海上調査業務について、調査台船までの海上交通経費を実態と著し

く乖離した過大な積算を行っていた。 （漁港課）

（措置の内容）

１ これまでの交渉で、債務者から分割納付の申出があり、平成１６年３

月以降、一部弁済としてほぼ毎月５，０００円が納付されており、徐々に

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 地 整 備 課 平成２０年１０月２１日

林 業 政 策 課 平成２０年１０月１５日

森 林 整 備 課 〃

漁 政 課 平成２０年１０月２０日

漁 港 課 〃

（監査の結果）

１ 土地改良事業費等補助金返還金については、収入未済額の縮減に引

き続き努められたい。
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�公表第２１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年６月１２日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

ではあるが整理が進んでいる。

なお、１８年１０月から１９年５月の間、本人の入院等により一時的に納

付が滞ったが、交渉の結果、１９年６月から納付が再開され現在に至っ

ている。

今後とも、粘り強く交渉を続け、早期収入に努めて参りたい。

（平成２１年３月３１日現在 残額 ２３，１１５円） （農地整備課）

２ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より１９年度末で５件２２，３４３，０４４円（件数は債務者数）の未収金が生じ

ており、債務者の資力等に応じた償還の指導に努めた結果、２０年度中

に３，５６５，０００円が償還され、２１年３月末現在の滞納繰越に係る未収金

額は１８，７７８，０４４円となったが、２０年度に新たに２件１，８７５，０００円の未

収金が発生したことから、２１年３月末現在の未収金総額は、２０，６５３，０

４４円となっている。

今後とも、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

（林業政策課）

３ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、１９年度末で３件１，０８３，９４５円（件数は債務者数）の

未収金が生じており、いずれも返済資力がなく回収が困難な状況であ

るが、債務者の資力等を考慮し、分割による納入や貸付金償還金完済

後の納入を指導しているところである。

この結果、２０年度中１００，０００円が納入され、２１年３月末現在の滞納

繰越に係る未収金額は、９８３，９４５円となったが、２０年度に新たに３件

８３０，２５４円の未収金が発生したことから、２１年３月末現在の未収金総

額は、１，８１４，１９９円となっている。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

（林業政策課）

４ 県営林の経営については、平成１２年２月に策定した県営林経営改善

計画「県営林経営の新たな改善方向（Ｈ１２～７６）」に基づき早期財政

健全化等に取り組んでいる。

平成２０年度においては、従来から行っている国庫補助事業の導入に

よる育林経費の負担軽減に加え、

○森づくり交付金事業（国費１００％）等の実施

○ボランティア活動や企業の森づくり活動の拠点となる“森林づく

りフィールド”の提供・整備（森林環境税事業）

○担い手の育成のための“研修フィールド”の提供

など、育林経費（特別会計）の支出を伴わない県営林の整備に努める

とともに、今年度から更なる経費削減の取組として、木材市場を介さ

ない製材工場への直送システムにより生産経費の縮減につとめており、

今後とも可能な限りの収支改善を行い、健全な経営に向けて鋭意努力

をして参りたい。 （森林整備課）

５ 沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営等を強

いられる中、平成１９年度末で２件３，２８０，０００円の６か月を超える長期

延滞が生じており、分割償還計画に基づく返済の指導に努めた結果、

平成２０年９月１６日と２１年３月１３日に滞納者から分割償還としてそれぞ

れ２００，０００円と１０，０００円が納入され、２１年３月末現在の延滞繰越に係

る未収金額は３，０７０，０００円となったが、２０年度分１，０００，０００円の延滞

額が加わり、２１年３月現在の未収金額は２件４，０７０，０００円となってい

る。

今後とも、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

（漁政課）

６ 違約金２１０千円は、松山地方裁判所の破産終結決定によって回収の

できない債権であることから、不納欠損処分の方向で措置したい。

（漁港課）

７ 予定価格の算出は、水産庁の積算基準を適用しており、この基準が

全国的な実態調査に基づいていることから、標準的な予定価格になっ

ていると考えている。しかし、交通船については、作業実態が国の基

準と合わない事例があることから、運用方法について水産庁と協議し

検討していきたい。 （漁港課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 宇 和 病 院 平成２０年６月５日

今 治 病 院 〃

今治地区工業用水道管理事務所 〃

銅 山 川 発 電 所 平成２０年６月１０日

三 島 病 院 〃

新 居 浜 病 院 〃

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 〃

西条地区工業用水道管理事務所 〃

中 央 病 院 平成２０年６月１３日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 〃

発 電 工 水 課 〃

県 立 病 院 課 〃

（監査の結果）

１ 工業用水道事業

� 県下３工業用水道事業のうち、松山・松前地区工業用水道事業に

ついては、給水先が大口で、給水実績も堅調であり、経営成績は安

定しているが、今治地区工業用水道事業については、給水能力に見

合う契約給水量の確保により、経営成績自体は安定しているものの、

実績給水量の減少傾向が続いている。このため、給水契約の維持や

新規需要の開拓など、事業の安定を持続させるための取組みが必要

である。

西条地区工業用水道事業については、造成土地の売却が一時的に

収益に寄与したものの、経常・構造的には平成２０年度以降も大幅な

赤字が続き、資金収支も一段と悪化すると見込まれ、依然として厳

しい経営状況にある。このため、引き続き、新規需要の開拓等に努

力を払われたい。

� 営業未収金（納期到来分）については、早期回収に引き続き努め

られたい。

（平成２０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
給水料金 ５，３０９，１１６ ０ ５，３０９，１１６

今治地区工業用水道
給水料金 １，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８

計 ６，９２２，２９４ ０ ６，９２２，２９４

� 営業外未収金（納期到来分）については、早期回収に一層の努力

が望まれる。

（平成２０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
超過料金 ２２４，０６４ ０ ２２４，０６４

西条地区工業用水道
壬生川幹線工事負担
金

１，３８８，８５２ ０ １，３８８，８５２
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計 １，６１２，９１６ ０ １，６１２，９１６

� 附帯事業未収金については、早期回収に努力が望まれる。

（平成２０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

造成土地売却に伴う
割賦代金・割賦利息 ０ ２，６８５，１９９ ２，６８５，１９９

� 土地造成事業は、１９年度から、工業用水道事業の附帯事業とされ

たところであるが、今後とも、未処分地約２０万�の早期売却等に努

められたい。

２ 病院事業

� 経営成績は、前年度の純利益３，４２９万円から純損失８億９０５万円

となっている。

また、累積欠損金は前年度の１７７億８，１５９万円から、１９年度末に

は１８５億９，０６５万円と増加しており、企業債等の借入残高２８０億円

余とあわせ、依然として厳しい財務状況となっている。

このため、医師・看護師の確保を図ることによって、外来患者数

の増加及び病床利用の向上による収益の増加や、業務全般にわたる

費用の抑制・縮減に努め、地域医療の中核施設としての使命を担い

ながら、経営健全化に向けて、さらなる取組みが望まれる。

� 個人医業未収金（納期到来分）については、早期回収により一層

の努力が望まれる。

（平成２０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 １６９，９０９，３７１ ７１，３１２，３８７ ２４１，２２１，７５８

今治病院 ４５，９１０，４１０ ２１，２６９，０１５ ６７，１７９，４２５

三島病院 １７，０３３，０８２ ２，００６，８９９ １９，０３９，９８１

南宇和病院 ２７，８２７，３４３ ６，３６６，１１６ ３４，１９３，４５９

新居浜病院 ３６，７５１，１０６ ９，２３４，０２４ ４５，９８５，１３０

計 ２９７，４３１，３１２ １１０，１８８，４４１ ４０７，６１９，７５３

� 医業外未収金（納期到来分）については、早期回収により一層の

努力が望まれる。

（平成２０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 ８７０，２９２ １，６４０，４６８ ２，５１０，７６０

今治病院 ９０，２９０ ８２，４９０ １７２，７８０

三島病院 ５３，７９０ ５９，８２０ １１３，６１０

南宇和病院 ８３，５８０ ２０，４４０ １０４，０２０

新居浜病院 １６３，６７０ ５４，１１０ ２１７，７８０

計 １，２６１，６２２ １，８５７，３２８ ３，１１８，９５０

� 廃止された北宇和病院に係る個人医業未収金及び医業外未収金に

ついては、県立病院課において適切に債権管理を行うとともに、早

期回収に引き続き努められたい。

（平成２０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 備 考

個人医業未収金 ７，２９３，８９０

医業外未収金 ９０２，６７２

計 ８，１９６，５６２

（措置の内容）

１ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、主要な施設を共有している

今治市と、上水道事業との連携による経営改善方策について協議を

行うとともに、あらゆる角度から経営改善に積極的に取り組むこと

としている。

西条地区工業用水道事業については、将来にわたって安定的な運

営を行うために様々な検討を行ったが、厳しい県財政や地域産業へ

の影響等を考慮した結果、自力で採り得る経営改善策として、経営

規模の適正化（計画給水量の縮小）を骨子とする「西条地区工業用

水道事業経営改善計画」を平成２１年３月に策定し、その実施に向け

て取り組んでいるところである。

また、「西条地区工業用水売水促進班」の活動を通じ、引き続き

工業用水としての需要拡大に努めているところである。

� 西条地区工業用水道事業の給水料金未収金（納期到来分１９年度末

現在５，３０９，１１６円）については、滞納企業３社のうち２社は既に倒

産しているため、納入指導が困難な状況であり、残る１社は「支払

計画書」に基づき、電話等による納入指導を継続して実施している

が、タオル業界の景気悪化等により未収金の回収には至っていない。

今治地区工業用水道事業の給水料金未収金（納期到来分１９年度末

現在１，６１３，１７８円）については、料金徴収事務を委託している今治

市と今後の対応について協議を行ったが、具体的な方策を見出すこ

とができず、未収金の回収には至っていない。

今後とも、工業用水道料金の適期収入に留意するとともに、未収

金の早期回収に努めたい。

（平成２１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２０年３月
３１日現在の未
収金

西条地区工
業用水道給
水料金

５，３０９，１１６ ０ ５，３０９，１１６ ５，３０９，１１６

今治地区工
業用水道給
水料金

１，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８ １，６１３，１７８

計 ６，９２２，２９４ ０ ６，９２２，２９４ ６，９２２，２９４

� 西条地区工業用水道事業の超過料金（納期到来分１９年度末現在２

２４，０６４円）及び壬生川幹線工事負担金（納期到来分１９年度末現在１

，３８８，８５２円）については、滞納企業が既に倒産しているため、納入

指導も困難な状況であることから、未収金の回収には至っていない。

今後においては、工業用水道事業の超過料金や工事負担金の適期

収入に留意し、未収金の発生防止と早期の回収に努めたい。

（平成２１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２０年３月
３１日現在の未
収金

西条地区工
業用水道超
過料金

２２４，０６４ ０ ２２４，０６４ ２２４，０６４

西条地区工
業用水道壬
生川幹線工
事負担金

１，３８８，８５２ ５３８，２８１ １，９２７，１３３ １，３８８，８５２

計 １，６１２，９１６ ５３８，２８１ ２，１５１，１９７ １，６１２，９１６

� 附帯事業未収金（納期到来分１９年度末現在２，６８５，１９９円）につい

ては、分納指導等の結果、過年度未収金について一部回収を行った。

今後とも、分納指導に努め、未収金の早期回収に努めたい。

（平成２１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２０年３月
３１日現在の未
収金

造成土地売
却等に伴う
割賦代金・
割賦利息・
賃貸料

２，２５８，５６９ １，９７４，８５８ ４，２３３，４２７ ２，６８５，１９９

� 土地造成事業については、平成２０年度、引き続き道路等のインフ

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号

５８７



教育委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第５号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛媛県教育委員会告

示第３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２１年６月１２日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

口頭による開示請求をすることができ

る個人情報の内容

口頭による開

示請求をする

ことができる

期間

口頭による

開示請求を

することが

できる場所

口頭による開示請求をすることができ

る個人情報の内容

口頭による開

示請求をする

ことができる

期間

口頭による

開示請求を

することが

できる場所
試験等の名

称

開示する内容 試験等の名

称

開示する内容

愛媛県公立

学校教員採

用選考試験

第１次選考試験の筆記

試験の項目別得点（一般

教養及び教職専門科目

省略 愛媛県公立

学校教員採

用選考試験

第１次選考試験の筆記

試験の項目別得点（一般

教養及び教職専門科目

省略

ラ整備に取り組むとともに、分譲促進に努めた結果、６件、約８万

５千�の分譲処分を行った。

平成２１年度においても、引き続き未処分地の早期売却等に取り組

みたい。

２ 病院事業

� 全国的な医師不足の影響等により、診療体制を維持することさえ

苦労している状況にある。特に、三島病院と南宇和病院においては

中央病院等からの応援により、かろうじて診療機能を維持している

状態であり、今後とも医師・看護師の確保に努めたい。

また、平成２０年度においては、病院の協力を得て、診療材料費及

び薬品費の削減に向けた取組を強化し、一定の成果があったところ

である。

加えて、平成２１年度から開始する５か年計画の「第３次愛媛県立

病院財政健全化計画（中間報告）」を策定し、経営基盤の強化、高

度で良質な医療の提供、人材の育成・確保、患者サービスの提供の

４つの基本目標を立て、本局と病院職員が一体となって、財政健全

化に取り組むこととしている。

� 個人医業未収金については、院内の協力・連携により発生を極力

防止するとともに、発生した場合には、速やかな回収に努めている。

平成２０年度は、「愛媛県病院事業未収金取扱要領」に基づく未収

金発生時の早期督促や、本局と病院事務局職員による共同臨戸訪問

に加え、内容証明・配達証明郵便による催告を実施するなど、未収

金の回収強化を図ったところである。

平成２１年度からは、納入義務者で所在不明となったものに対し、

市町に対する住民票の公用請求に代えて、住基ネットを利用するこ

とにより、事務の効率化及び未収金の回収向上を図ることとしてお

り、今後とも、未収金の発生防止と早期回収に努力したい。

（平成２１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２０年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 ２０１，５９９，８５２ ６２，７４２，４９８ ２６４，３４２，３５０ ２４１，２２１，７５８

今治病院 ５０，６４９，９６３ ２１，６２７，１１０ ７２，２７７，０７３ ６７，１７９，４２５

三島病院 １８，０８９，３１２ ２，９５７，１６７ ２１，０４６，４７９ １９，０３９，９８１

南宇和病院 ２９，３９３，８８３ ４，６８１，０５０ ３４，０７４，９３３ ３４，１９３，４５９

新居浜病院 ３７，９２８，０８８ １７，１２８，２２５ ５５，０５６，３１３ ４５，９８５，１３０

計 ３３７，６６１，０９８ １０９，１３６，０５０ ４４６，７９７，１４８ ４０７，６１９，７５３

� 医業外未収金についても、個人医業未収金と同様に、前記未収金

取扱要領に基づき、未収金の発生防止及び回収強化を図っていると

ころであり、今後とも、未収金の発生防止と早期回収に一層努力し

たい。

（平成２１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２０年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 ９５３，８９２ １０，７９９，８１６ １１，７５３，７０８ ２，５１０，７６０

今治病院 １２７，２８０ ５７，０５０ １８４，３３０ １７２，７８０

三島病院 ５９，５３０ ２，８８０ ６２，４１０ １１３，６１０

南宇和病院 ９３，７７０ ３９，０６０ １３２，８３０ １０４，０２０

新居浜病院 １８０，５５０ ５６，４０１ ２３６，９５１ ２１７，７８０

計 １，４１５，０２２ １０，９５５，２０７ １２，３７０，２２９ ３，１１８，９５０

� 廃止された北宇和病院に係る個人医業未収金及び医業外未収金に

ついては、本局で昨年７月と８月に、毎月分納をしているものを除

く全未納者に対し、夜間訪問を含む臨戸訪問を実施し、支払又は支

払計画の提示が全くない悪質性の高いものに対し、平成２１年２月に

は、内容証明・配達証明郵便による催告を実施した。今後は、法的

措置を視野に入れ、未収金の早期回収に一層努力したい。

（平成２１年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成２０年３月３１日現在
の未収金

個人医業未収金 ７，１９９，７６０ ７，２９３，８９０

医業外未収金 ９０１，１５３ ９０２，６７２

計 ８，１００，９１３ ８，１９６，５６２

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号

５８８



労働委員会告示

正 誤

�愛媛県労働委員会告示第２号
当委員会は、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年

法律第２８９号）第５条第２項の規定に基づき、愛媛県公営企業の職

員が結成し、又は加入する労働組合について、職員のうち労働組合

法（昭和２４年法律第１７４号）第２条第１号に規定する者の範囲を平

成２１年５月２２日認定したので、企業職員に係る労働組合法第２条第

１号に規定する者の範囲の認定（昭和５３年５月愛媛県地方労働委員

会告示第１号）の一部を次のように改正する。

平成２１年６月１２日

愛媛県労働委員会

会 長 白 石 喜 �
表本局の項労働組合法第２条第１号に規定する者の欄中「課長」

の下に「、室長」を加え、「課長補佐」の下に「、室長補佐」を加

え、表県立病院の項労働組合法第２条第１号に規定する者の欄中

「事務局長」の下に「、経営統括監」を加え、「、企画調査監」を

削る。

にあっては、それぞれの

得点）、集団討論・面接

試験の得点、スポーツの

分野の実績等に対する

評価点、総合得点及び総

合順位 （第１次選考試

験の不合格者に係るも

のに限る。）

にあっては、それぞれの

得点）、集団討論・面接

試験の得点、スポーツの

分野の実績等に対する

評価点、総合得点及び総

合ランク（第１次選考試

験の不合格者に係るもの

に限る。）

第１次選考試験の筆記

試験の項目別得点（一般

教養及び教職専門科目

にあっては、それぞれの

得点）、集団討論・面接

試験の得点及びスポー

ツの分野の実績等に対

する評価点、第２次選考

試験の筆記試験及び面

接試験の得点並びに総

合得点及び総合順位

省略 第１次選考試験の筆記

試験の項目別得点（一般

教養及び教職専門科目

にあっては、それぞれの

得点）、集団討論・面接

試験の得点及びスポー

ツの分野の実績等に対

する評価点、第２次選考

試験の筆記試験及び面

接試験の得点並びに総

合得点

省略

省略 省略

�正 誤

平成２１年６月２日付け第２０７０号愛媛県告示第７７３号（土地改良区役員の就退任の届出）中

ページ 箇 所 誤 正

５５２ 就任の表

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 長 生 松山市堀江町甲１７９９番地

〃 山 本 恵 松山市堀江町甲４９６番地２

〃 西 村 光 弘 松山市堀江町甲１４７８番地

〃 三 好 榮 介 松山市堀江町甲１５２７番地４

〃 太 田 衛 松山市堀江町甲１５５４番地７

〃 高 橋 良 充 松山市堀江町甲１６９９番地３

〃 芳 本 幸 安 松山市堀江町甲１７８６番地１

〃 芳 野 豊 志 松山市堀江町甲２０３６番地

監 事 安 井 和 久 松山市堀江町甲８４３番地１９

〃 松 下 浩 史 松山市堀江町甲１６０３番地

〃 河 野 明 夫 松山市堀江町甲８７７番地

〃 高須賀 一 喜 松山市堀江町甲１６７５番地

〃 新 出 務 松山市堀江町甲１６６０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 長 生 松山市堀江町甲１７９９番地

〃 山 本 恵 松山市堀江町甲４９６番地２

〃 西 村 光 弘 松山市堀江町甲１４７８番地

〃 三 好 榮 介 松山市堀江町甲１５２７番地４

〃 太 田 衛 松山市堀江町甲１５５４番地７

〃 高須賀 一 喜 松山市堀江町甲１６７５番地

〃 新 出 務 松山市堀江町甲１６６０番地

〃 高 橋 良 充 松山市堀江町甲１６９９番地３

〃 芳 本 幸 安 松山市堀江町甲１７８６番地１

〃 芳 野 豊 志 松山市堀江町甲２０３６番地

監 事 安 井 和 久 松山市堀江町甲８４３番地１９

〃 松 下 浩 史 松山市堀江町甲１６０３番地

〃 河 野 明 夫 松山市堀江町甲８７７番地

平成２１年６月１２日 発行

愛 媛 県 報平成２１年６月１２日 第２０７３号

５８９


